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閣僚会議等に関する調査結果の概要 

 

平成 24 年 11 月 29 日 

内閣官房 公文書管理検討室 

 

 

１ 調査対象 

 

閣僚会議、省議などの閣僚を構成員として開催される政府の会 

議について各所管部局を対象に調査 

・法令に設置根拠のある会議：全てを対象 

・法令に設置根拠のない会議：昨年度以降開催実績があり今後 

開催見込みのあるものを対象 

 

 

２ 調査時点 

 

平成２４年１１月６日現在 

 

 

３ 調査内容 

 

① 閣議等と同様の法的措置を講ずるべき会議の有無 

 

② 発言者名及び発言内容を記載した議事録又は議事概要を作成で

きない会議の有無 

 

 

４ 調査結果 

                         

（別紙） 

 
  

資料１－１
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閣僚会議など 

 

構成員に二以上の行政機関

の大臣を含む会議 

省議、各府省連絡会議 

など 

構成員に一の行政機関

の大臣のみを含む会議 

計 

会議数 ９６ ７８ １７４ 

法令根拠の

有無 

有 ４０ ６ ４６ 

無 ５６ ７２ １２８ 

①  
閣議等と同様の

法的措置が必要

と回答した会議 

― １ 

・副大臣会議 
１ 

②  
議事録・議事概

要のいずれの作

成もできないと

回答した会議 

１ 

・安全保障会議 

２ 

・安全保障会議事態対処 

専門委員会 

・国家安全保障に関する 

内閣機能強化のための 

検討チーム 

３ 

③  
議事概要の作成

は可能だが、議

事録の作成はで

きないと回答し

た会議 

10 

・拉致問題対策本部 

・国際組織犯罪等・国際テロ 

対策推進本部 

・パッケージ型インフラ海外 

展開関係大臣会合 

・包括的経済連携に関する閣 

 僚委員会 

・FTA・EPA のための閣僚会合 

・TPP 交渉参加に向けた関係

国との協議に関する関係閣

僚会合 

・沖縄政策協議会 

・沖縄政策協議会沖縄振興部 

会 

・沖縄政策協議会米軍基地負 

担軽減部会 

・沖縄関係閣僚会合 

２ 

 

・拉致問題に関する関係 

府省連絡会議 

・内閣情報会議 

１２ 

（別紙）
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対象会議一覧 

                     
※  囲み・太字の会議は、閣議等と同様の法的措置が必要とする会議 

及び議事録又は議事概要の作成はできないと回答した会議 

  

Ⅰ 閣僚会議など（二以上の行政機関の大臣が構成員の会議）（96） 

        
＜内閣官房：52＞ 
【根拠：法令】 

１．高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 

２．都市再生本部 

３．構造改革特別区域推進本部 

４．地域再生本部 

５．中心市街地活性化本部 

６．総合特別区域推進本部 

７．知的財産戦略本部会合 

８．地球温暖化対策推進本部 

９．郵政民営化推進本部 

10．総合海洋政策本部 

11．国家公務員制度改革推進本部 

12．宇宙開発戦略本部 

13．新型インフルエンザ等対策本部 

14．道州制特別区域推進本部 

15．安全保障会議  ⇒資料１－２参照          

【根拠：法令以外】 

16．食と農林漁業の再生推進本部 

17．食と農林漁業の再生実現会議 

18．国家戦略会議 

19．エネルギー・環境会議 

20．成長ファイナンス推進会議 

21．女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議 

22．予算編成に関する閣僚委員会 

23．地域活性化統合本部会合 

24．多重債務者対策本部 

25．拉致問題対策本部 ⇒資料１－２参照 

26．口蹄疫対策本部 
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27．鳥インフルエンザ対策本部 

28．行政改革実行本部 

29．消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部 

30．法曹養成制度関係閣僚会議 

31．国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部 ⇒資料１－２参照 

32．物価問題に関する関係閣僚会議 

33．給与関係閣僚会議 

34．犯罪対策閣僚会議 

35．新型インフルエンザ等対策閣僚会議 

36．閣議議事録等作成・公開制度検討チーム 

37．電力需給に関する検討会合 

38．雇用戦略対話 

39．パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合 ⇒資料１－２参照 

40．グローバル人材育成推進会議 

41．包括的経済連携に関する閣僚委員会 ⇒資料１－２参照 

42．FTAAP・EPA のための閣僚会合 ⇒資料１－２参照 

43．TPP 交渉参加に向けた関係国との協議に関する関係閣僚会合 ⇒資料１－２参照 

44．除染及び特定廃棄物処理に関する関係閣僚会合 

45．災害廃棄物の処理の推進に関する関係閣僚会合 

46．電力改革及び東京電力に関する閣僚会合 

47．情報セキュリティ政策会議 

48．国際広報連絡会議 

49．社会保障・税一体改革関係５大臣会合 

50．地球温暖化問題に関する閣僚委員会 

51．原発事故経済被害対応チーム  

52．沖縄関係閣僚会合 ⇒資料１－２参照 

 

＜内閣府：32＞ 

【根拠：法令】 

１．経済財政諮問会議 

２．総合科学技術会議 

３．中央防災会議 

４．男女共同参画会議 

５．原子力立地会議 

６．民間資金等活用事業推進会議 

７．子ども・若者育成支援推進本部 

８．少子化社会対策会議  

９．高齢社会対策会議  
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10．中央交通安全対策会議  

11．自殺総合対策会議 

12．食育推進会議 

13．犯罪被害者等施策推進会議  

14．総合特別区域における国と地方の協議会 

15．国と地方の協議の場 

16．死因究明等推進会議 

【根拠：法令以外】 

17．税制調査会 

18．税制調査会 企画委員会 

19．行政刷新会議 

20．デフレ脱却等経済状況検討会議 

21．月例経済報告等に関する関係閣僚会議 

22．平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部 

23．自殺対策タスクフォース 

24．バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する関係閣僚会議 

25．銃器対策推進会議 

26．薬物乱用対策推進会議 

27．障がい者制度改革推進本部 

28．国と地方の協議の場 社会保障・税一体改革分科会 

29．地域主権戦略会議 

30．沖縄政策協議会 ⇒資料１－２参照 

31．沖縄政策協議会 沖縄振興部会 ⇒資料１－２参照 

32．沖縄政策協議会 米軍基地負担軽減部会 ⇒資料１－２参照 

 

＜宮内庁：１＞ 

【根拠：法令】 

１．皇室経済会議 

 

＜金融庁：１＞ 

【根拠：法令】 

１．金融危機対応会議 

 

＜消費者庁：１＞ 

【根拠：法令】 

１．消費者政策会議 

 

＜復興庁：２＞ 
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【根拠：法令】 

１．復興推進会議 

２．原子力災害からの福島復興再生協議会 

 

＜総務省：１＞ 

【根拠：法令以外】 

１．全国都道府県知事会議（※政府主催） 

 

＜厚生労働省：１＞ 

【根拠：法令以外】 

１．医薬品・医療機器産業発展のための政策対話 

 

＜農林水産省：１＞ 

【根拠：法令】 

１．有明海・八代海再生特措法に基づく促進協議会 

 

＜経済産業省：１＞ 

【根拠：法令以外】 

１．政府・東京電力中長期対策会議 

 

＜環境省：３＞ 

【根拠：法令】 

１．公害対策会議 

２．原子力災害対策本部 

３．原子力防災会議※ 

  ※原子力防災会議は、内閣に置かれる機関であるが、事務局長を環境大臣をもつて充 

てるとされているため、便宜上、環境省に計上している。 
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Ⅱ 省議、各府省連絡会議など（一の行政機関の大臣が構成員の会議）（78） 

 

＜内閣官房：14＞ 

【根拠：法令】 

１．安全保障会議 事態対処専門委員会  ⇒資料１－２参照 

２．副大臣会議  ⇒資料１－２参照 

【根拠：法令以外】 

３．高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 企画委員会  

４．ＩＴ防災ライフライン推進協議会 

５．知的財産戦略本部 企画委員会 

６．拉致問題に関する関係府省連絡会議 ⇒資料１－２参照 

７．「外国人との共生社会」実現検討会議 

８．アイヌ政策推進会議 

９．社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会  

10．内閣情報会議 ⇒資料１－２参照 

11．カウンターインテリジェンス推進会議 

12．政府における情報保全に関する検討委員会 

13．国家安全保障に関する内閣機能強化のための検討チーム  ⇒資料１－２参照 

14．各府省連絡会議 

 

＜内閣府：９＞ 

【根拠：法令以外】 

１．政務三役会議 

２．景気対応検討チーム 

３．科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術会議有識者議員との会合 

４．被災者生活支援チーム 

５．交通対策本部 

６．自殺対策の機動的推進のためのワーキングチーム 

７．官民が協働して自殺対策を一層推進するための特命チーム 

８．地域主権戦略会議「アクション・プラン」推進委員会 

９．叙勲等審査会議 

 

＜宮内庁：１＞ 

【根拠：法令】 

１．皇室会議 
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＜国家公安委員会・警察庁：２＞ 

【根拠：法令】 

１．国家公安委員会 

【根拠：法令以外】 

２．警察庁予算監視・効率化チーム会合 

 

＜消費者庁：３＞ 

【根拠：法令以外】 

１．消費者庁災害対策本部 

２．消費者庁地震災害警戒本部 

３．地方消費者行政推進本部 

 

＜復興庁：２＞ 

【根拠：法令以外】 

１．復興大臣幹部会議 

２．長期避難者等の生活拠点の検討のための協議会 

 

＜総務省：２＞ 

【根拠：法令以外】 

１．総務省省議 

２．総務省政務三役会議 

 

＜法務省：３＞ 

【根拠：法令以外】 

１．法務省省議 

２．法務省政務三役会議 

３．再犯防止対策推進会議 

 

＜外務省：２＞ 

【根拠：法令以外】 

１．省議 

２．政務三役会議 

 

＜財務省：２＞ 

【根拠：法令以外】 

１．政務三役会議 

２．予算省議 
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＜文部科学省：４＞ 

【根拠：法令】 

１．地震調査研究推進本部 本部会議 

【根拠：法令以外】 

２．政務三役会議 

３．南極地域観測統合推進本部総会 

４．文部科学省東京２０２０オリンピック・パラリンピック招致対策本部 

 

＜厚生労働省：４＞ 

【根拠：法令以外】 

１．幹部会議 

２．政務三役会議 

３．東日本大震災厚生労働省復興対策本部 

４．厚生労働省医療イノベーション推進本部 

 

＜農林水産省：４＞ 

【根拠：法令以外】 

１．政務三役会議 

２．省内調整会議 

３．「食」に関する将来ビジョン検討本部 

４．農林水産省緊急災害対策本部 

 

＜経済産業省：６＞ 

【根拠：法令以外】 

１．省議 

２．政務三役会議 

３．緊急災害対策本部 

４．拡大経済産業局長会議 

５．中小企業海外展開支援会議 

６．クール・ジャパン官民有識者会議 

 

＜国土交通省：６＞ 

【根拠：法令以外】 

１．政務三役会議 

２．国土交通省東日本大震災復興対策本部 

３．国土交通省緊急災害対策本部会議 

４．国土交通省防災会議 

５．整備新幹線問題検討会議 
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６．観光立国推進本部 

 

＜環境省：２＞ 

【根拠：法令以外】 

１．省議 

２．政務三役会議 

 

＜防衛省：12＞ 

【根拠：法令】 

１．防衛会議 

【根拠：法令以外】 

２．防衛省災害対策本部 

３．防衛省東海地震災害警戒本部 

４．防衛省東南海・南海災害対策本部 

５．省議 

６．政務三役会議 

７．定例幹部会議 

８．自衛隊高級幹部会同 

９．防衛省業務適正化委員会 

10．情報流出対策会議 

11．不祥事防止会議 

12．総合取得改革推進委員会 

 


